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35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上
1995年 4.0 8.8 17.0 18.2 17.1 14.6 9.5 5.0 2.3 1.5
2000年 3.7 6.6 11.6 19.5 19.1 15.8 11.1 6.2 2.8 1.6
2005年 3.6 6.4 9.2 14.1 21.4 18.1 12.3 7.5 3.7 2.0
2010年 4.2 6.8 9.2 11.4 15.9 21.0 14.3 8.4 4.5 2.7
2015年 3.5 7.6 9.8 11.4 12.8 16.1 17.8 10.6 5.4 3.7  
(株)帝国データバンク「COSMOS2(企業概要ファイル)」 
経営者の高齢化に加えて従業員人口も大きく減少することも想定されている。わが国の
生産年齢人口（15 歳～64 歳）は 1995 年の約 8,700 万人をピークに減少に転じている。2015








                                                   
1 経済産業省(2017)中小企業白書 




























 第 4 章では、第 3 章で示した先行研究から抽出した、後継者の新規事業の取組みプロセ
スを初期仮説として示す。あわせて、研究する事例対象企業と、検討方法について述べる。 
 第 5 章では、仮説検証のために行ったファミリービジネス後継者 4 名へのインタビュー
内容および考察を示す。 
 第 6 章では、初期仮説の考察を行う。インタビュー結果から明らかとなった後継者によ
る新規事業取組みのプロセス、およびその事業化要件について考察し、修正仮説を示す。




同族企業が多いのは世界共通である。世界 27 か国の企業規模上位 20 社についてデータ
分析を行った所、創業者一族が株式の 20％以上を保有している企業の比率は全体の平均
30%になる事を明らかにしている3。日本についても、2000 年時点での日本上場企業 1367
社のうち、約 3 割が同族企業であることが示されている4。 
日本国内で長寿企業といえば 6世紀に創業した神社仏閣建築業に携わる金剛組、また 718
年に創業した法師旅館は有名である。法師旅館はパリに本部を持つ 200 年以上続く約 30













                                                   
3 La Porta.,Lopez-de-Silances,F&Shleifer,A (1999) Corporate Ownership around the world. Journal of 
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6 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
7 経済産業省（2010）地域経済産業活性化対策調査 

























                                                   





























 リーマンショック以降、東証一部上場の中小企業向け M＆A 仲介企業での成約件数は
年々右肩上がりを続けている。その中で特筆したいことは、図表 2-3 からわかるように近








年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
中小企業 100.0 104.8 106.8 117.8 109.6 119.2 125.3 135.6 141.8 179.5
大企業 100.0 89.7 79.3 81.8 73.3 70.6 82.0 80.9 77.3 89.4  
（出所）経済産業省「企業活動基本調査」 





































40歳代以下(n=49) 28.6 42.9 34.7 38.8 12.2 10.2 6.1 2.0 8.2
50歳代(n=94) 38.3 42.6 47.9 33.0 11.7 6.4 12.8 2.1 3.2
60歳代(n=214) 49.1 40.2 36.4 27.1 5.6 7.5 6.1 2.3 3.7
70歳以上(n=83) 67.5 49.4 26.5 20.5 10.8 9.6 3.6 4.8 2.4
全体(n=472) 47.7 41.5 37.1 27.5 8.3 7.4 7.2 2.8 4.2  







                                                   
12 米田隆（2016年）企業会計 
速的に進んでいくと考えられる13。 















図表 2-5 企業価値、知的資本の構成概念 



































                                                   
16 後藤俊夫（2012）ファミリービジネスにおける事業承継 
17 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
18 Poza,E,J(1998)Managerial Practices That support Interpreneurship and Continues Growth Family 
business Review 
















                                                   





















 第二項 ファミリービジネス大賞から学ぶ教訓 

























                                                   
20 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
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36 ランデル カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 








































































既存 周辺・革新 既存 第三者 
パターン① 先人共存型 〇 × 〇 × 
パターン② 後継者主導型 × 〇 ×～〇 × 
パターン③ 後継者主導革新型 × ◎ × × 
パターン④ 後継者能力補完型 × 〇 × 〇 
























































（１）小橋工業株式会社       ：代表取締役社長 小橋 正二郎氏（後継者） 
（２）三星グループ        ：代表取締役社長 岩田 真吾氏 （後継者） 
（３）武田産業株式会社      ：代表取締役社長 武田 美奈子氏（後継者） 
（４）株式会社スノーピーク    ：代表取締役社長 山井 太氏  （後継者） 
 
＜分析項目＞                                     ＜分析の視点＞ 
① 既存ビジネスの認識 
後継者の初期価値観形成                後継者の価値観、何をもって入社したか 
先代とのコミュニケーション         どのような教訓をえたのか 
              
② 新規ビジネスの発信 
新規ビジネスへの取組み                  取組んだ領域について 
新規ビジネスに取組んだ背景        後継者のアントレプレナー 
新規ビジネスチームの組成             チームやネットワークは存在しているか 
 
第５章 事例研究 














本社所在地 岡山県岡山市南区中畦 684 
設立 1960 年 
創業 1910 年 
代表者 代表取締役社長 小橋 正次郎 
事業内容 農業機器の生産、販売 
資本金 1 億円 
小橋工業株式会社の沿革 
西暦年 内容 
1910 年 小橋勝平が鍛冶屋を創業設立 
1950 年 万能耕昨機を考案 
1952 年 有限会社小橋農具製作所を設立 
1960 年 小橋農具製作所と小橋鍛工を合併し小橋工業株式会社を設立 
1961 年 耕耘爪工場竣工 
1976 年 小橋金属株式会社設立 
1990 年 社長交代 
2007 年 R&I 中堅企業格付けで「aaa（トリプル a）」を取得 











                                                   




















































                                                   
40 株式会社ユーグレナ ＨＰ 













































品質な素材を国内外のブランドに提供している。2012 年から Premiere Vision Paris への出






本社所在地 岐阜県羽島市正木町不破一色字堤外 898 
設立(西暦) 1948 年 
創業(CEO) 1887 年 
代表者(CEO) 代表取締役社長 岩田 真吾 
事業内容 服地用織物の企画・製造販売 
資本金 20 百万円 
三星グループの沿革 
西暦年 内容 
1887 年 岩田志まにより綿の艶つけ業として個人創業 
1931 年 毛織物染色整理加工に発展し三星染整合名会社を設立 
1948 年 三星毛糸株式会社を設立 
1956 年 三星染整株式会社を設立 
1974 年 三星ケミカル株式会社 
2005 年 三星グループを羽鳥市に集約する 
2015 年 MITSUBOSHI1887 自社ブランドを設立する 
2015 年 アップサイクルブランド mikketa を開始 
企業理念 
三星グループの目指すところ 





（出所）筆者作成：三星グループ HP より 
 
 


























                                                   











革新領域への取組み。2017 年カスタムアパレル EC「La Fabric」を運営する株式会社
FABRIC TOKYO へ投資を実行し、その他非公開であるがベンチャーへの投資を数件行っ







図表 5-2-2 革新的新規領域への取組みパートナー47 
 
                                                   
45 三星グループ HP 
46 Tech Crunch Japan 2017年 1月 HP 


























































本社所在地 東京都中央区日本橋富沢町 8 番 6 号 
設立(西暦) 1958 年 
創業(CEO) 1909 年 





資本金 45 百万円 
グループ会社 株式会社フォーマンス 株式会社栄伸 武田商貿有限会社 
売上高 23 億円 
株式会社武田産業の沿革 
西暦年 内容 
1909 年 東京日本橋に皮革製品問屋として武田捨三郎が武田商店を設立する 
1944 年 武田工業株式会社を設立 
1951 年 プラスチック事業に進出 
1958 年 株式会社武田産業設立、武田工業株式会社の事業内容を移管する 
1960 年 武田製作所設立 高級革ケースの製造販売 
1963 年 武田皮革ケース株式会社設立 
1984 年 株式会社栄伸に資本参加 
1995 年 武田商店と武田産業が合併し株式会社武田産業となる 
2008 年 株式会社フォーマンス操業開始 









（出所）筆者作成：武田産業 HP より 
                                                   




















既存部門での営業を進めるが、3 代目が亡くなった後の 1990 年代後半からの 20 年間は
アナログからデジタルの転換期であり、それに対して会社自体が変革できておらず業績は
                                                   
49 株式会社武田産業 HP 
どんどん悪化した。会社全体の売上高減はとめることができないまま外部登用社長は退き、
























                                                   


































本社 新潟県三条市中野原 456 
設立 1958 年 
資本金 9,952 万円 
売上高 99 億 1,003 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 322 名（2017 年 12 月 31 日時点） 




1958 年 初代社長山井幸雄が金物問屋として、山井幸雄商店を創業 
1959 年 登山を趣味とする山井は当時の登山用品に不満を持ち、オリジナル登山用品を開発。
全国に販売を開始。 
1963 年 「スノーピーク」を商標登録。 
1976 年 自社工場を設立し、オリジナルブランド展開を行う商社から、メーカーへと変革。 
1986 年 現社長である山井太が入社。オートキャンピング事業に本格参入。 
1996 年 現社長である山井太が代表取締役に就任。同時に株式会社スノーピークに社名変更。
米国法人である子会社を設立。 
1998 年 キャンプイベント「Snow Peak Way」の開始。 
2001 年 ヨーロッパへ輸出を開始し、韓国をはじめアジア市場へ本格参入。 
2003 年 福岡・大宰府と東京・晴海にスノーピーク初の直営店『Snow Peak Store』を出店。 
2011 年 キャンプ場を併設した店舗・工場・オフィスが一体となった「Headquarters」へと移
転。 
2014 年 東京証券取引所マザーズへ上場。 






























1986 年入社して最初に山井氏が行ったことは、創業以来 25 年の決算書をすべて見るこ
                                                   
51株式会社スノーピーク HP 

























最大でも車で 1 時間以内の範囲に、従来と比べて 3 割安い価格ですべての商品を購入でき
る体制をつくった結果、再度売上を戻す事が出来た。スノーピークにとって真の意味での
ユーザー主義を始める事が出来た。 
その後も 2014 年にマザーズ上場し、2015 年には東京証券取引所第一部に市場変更する
                                                   



































































































































図表 5-5-2 各事例における新規事業取組みとチームの形成について 



















































































































                                                   






































本社所在地 東京都台東区浅草橋 3-27-9 
設立 1932 年 
創業 1912 年 






資本金 95 百万円 
売上高 70 億円（2018 年 6 月期） 
川村通商株式会社の沿革 
西暦年 内容 
1912 年 大阪市にて川村商店を創業 
1932 年 資本金 30 万円の株式会社川村商店として組織変更 
1938 年 本社を東京に移転 
1948 年 福岡営業所開設 
1958 年 姫路営業所開設 
1959 年 札幌営業所開設 
1962 年 ソーセージケーシングの輸入販売開始 
1969 年 川村通商株式会社に商号変更 
1971 年 台東区浅草橋に本社ビル 
1994 年 東墨田倉庫を建築 
2004 年 川鉄商事より靴 OEM 事業を買収 
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